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昨今の建設工事を取り巻く様々な環境の変化の中で，筆者らは，大規模土工事を対象として，情報通信

技術（ＩＴ）を効果的に建設サイクルに取り込んで，現場運営を円滑に進める試みを続けている．具体的

には，既存の情報化施工技術ばかりでなく，それらを有機的に結合させた調和型の統合化システムを構築

し，運用している．本システムは，綿密な現場の調査・計測を通じて地盤特性の空間的な分布や施工条件

に関する詳細な情報を把握した上で，施工方法の決定，工程計画の策定及び運営管理といった土工事のプ

ロセス全体の最適化を図ったものであり，精密な施工情報を基に，緻密な現場運営を推進する「精密施工」

とも言える施工法として注目される． 
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１．はじめに 

 

「情報化施工」という技術が建設工事に用いられ

て久しいが，当初の導入目的は施工に関わる計測作

業の効率化とともに，計測結果を分析して次工程の

施工に役立てようとするものであった１）．一方で，

建設機械の自動化・無人化に関する技術開発が雲仙

普賢岳復興事業を契機に盛んに行われるようになり，

このような大きな２つの流れが合流するような形で

情報化施工技術の向上が図られてきた． 

この技術は，主として建設サイクルの一つの側面

である「施工」の効率化に着目して開発されてきた

ものであるが，昨今の建設工事を取り巻く様々な環

境を鑑みると，建設工事全体に関わるコスト縮減や

環境負荷の低減に，さらに寄与できるシステムの開

発やその活用方策を考えていく必要がある．すなわ

ち，このような目的に対応した現場運営を行うため

には，各々独立した技術を展開するのではなく，そ

れらの技術を有機的に結合させ，相乗効果により工

事全体の生産性の向上を図る方策が必要である． 

ところで，近年のＩＴ化の流れの中で，現場管理

のＩＴ化も進み，一見，その効率化が図られている

ように見える．しかし，現実的には，様々な施工情

報が数多く収集されているにもかかわらず，現場技

術者はその情報の洪水に溺れ，必要な情報を目的に

応じて加工しきれない現象も表出してきている．す

なわち，施工情報の精密さと施工管理のそれが合致

していない現象が散見されている． 

以上のような建設工事に関わる情報化の問題点を

背景に，筆者らは，建設工事に導入している情報化

施工技術を１つ１つ丹念に再評価し，建設サイクル

全体を通じて利用効果の大きい調和型の統合化シス

テムの構築を進めることとした．具体的には，大規

模な採土工事を対象にして，「所定の出荷量の確保」

といった目標を満足するための生産活動を通じて，

施工ロスの低減や生産コストの縮減，環境負荷低減

等を実現することのできる総合的なシステム開発を

行うと同時に，それを効果的に利用した施工法を提

案するものである． 
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２．システム開発の概要 

 

(1)現場概要 

システム開発の対象となった現場は，主に関西国

際空港建設用の採土を行っている現場であり，図-1

に示すように地山の掘削，積込，運搬，破砕，桟橋

での船積という一連の作業を連続的に行っている． 

この現場では，同空港第１期工事の埋立て開始か

ら採土を始め，現在，第２期工事の埋立てに向けて

採土の最盛期を迎えており，第１期工事開始当初か

ら比べ，１日あたりの要求出荷量が各段に増大して

いる．現在では，破砕機の破砕能力やベルトコンベ

アの運搬能力に応じた大型土工機械の効率的な運用

が進められ，積込機械４台とダンプトラック９台を

用い，最大４組((積込機械１台＋重ダンプトラック

２～４台)×４)で，時間あたり最大 7,000 ton（4,000 

m3）の採土を行うことができる． 

図-1 採土現場の作業概要２)  

 

(2)システム開発のコンセプト 

採土から運搬，船積までの一連の工程の中で，い

ずれかの工程で作業遅延が生じると，すべての工程

に影響を与え，予定されている土砂の出荷停止を余

儀なくされる．このことをシステム開発側から見直

してみると，統合化システムに求められている機能

は次のようにまとめることができる．すなわち，予

定される出荷量や重機・設備の作業能力等の制約条

件の下で，様々な施工情報に基づいて，工程毎ある

いは工程間における作業能力と作業時間に関する最

適化問題を解決することに帰着される． 

以上のことから，システム開発にあたっては，建

設工事の各工程において極力情報化を推進し，現場

管理における技術者の意志決定を効果的に支援でき

るような機能を具備することを主なるコンセプトと

した．具体的には，各工程において，施工に関わる

情報（以下，施工情報）を効率的に収集して，複数

の工程間で情報を共有し，しかも，その情報を効果

的に運用管理し，かつ，その分析結果を即座に施工

にフィードバックできる機能を有することとした． 

本システムは，施工の効率的な推進のために技術

者の判断を「支援する機能」を有するシステムであ

って，例えば，自動的に施工指示内容を分析して，

それを発信するような人工知能型システムではない

ことも特徴の１つである． 

 

(3)システムの全体像 

 上記のようなシステム開発コンセプトを模式化し

たものが図-2 であり，以下の様な機能を有している． 

 

機能１）マッピング機能を有し，採土地の地質構造

や重機の稼動実績を 3 次元ＧＩＳ上で展開

できる機能（データベース機能） 

機能２）ネットワーク利用による施工情報のリアル

タイム更新が可能な情報管理システム（ネ

ットワーク機能） 

機能３）施工過程で刻々と変化する現場の状況にリ

アルタイムで対応できる技術者支援機能 

   （施工技術者の意思決定支援機能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 システムの全体像 

 

施工情報の収集 

① GPS＝重機位置管理 

② IC ｶｰﾄﾞ＝重機稼働管理

③ CCD ｶﾒﾗ＝設備稼働状況

把握 

④ その他＝発破情報等 

採土地

施工情報

施工情報の通信

施工情報の共有

意志決定支援

施工情報の分析

施工管理

施工計画

●掘削・積込

●運搬・破砕 

●船積 

●ベルトコンベア運搬 
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また，複数の工程間に連携を持たせ，調和型の統

合化システムを構築することを目的にして，図-3の

ように 10ｍ立方のサイコロ型の情報ユニットを設

定した．そして，このユニットの中に，施工情報を

工程毎に記録していく方式として，全工程に関する

施工情報のデータベース化を進めた．このことは，

情報収集という最上流の工程から，技術者の意志決

定支援といった最下流の工程までを，このユニット

が連続的にネットワーク上を流れ下りて行くことを

想像すると考えやすい．この考え方には，各工程で

取得できる施工情報が明確になることやそのデータ

の記録過程が施工の工程に対応しているため，現場

技術者にとって情報発信源の特定が容易になるとい

ったメリットがある．例えば，最下流の工程で問題

点を発見した場合，各工程を逆上りながら，このユ

ニットに記録された情報を基に原因解明を行うこと

も容易になる． 

このように統合化システムを構築するにあたり，

システム間の連携を実現するために，ハード的なシ

ステム間のリンクを張ることをせずに，情報ユニッ

トの授受というソフト的な対策を講じているところ

に本システムの大きな特徴を見い出すことができる． 

 

３．統合型採土地施工管理システム 

 

(1) システムの全体構成 

 統合型採土地施工管理システムのうち，ソフトウ

ェア部分の全体構成は，図-4 の通りである．前述し

た３つの機能を満足するために，施工情報収集サブ

システム，施工情報管理サブシステム，施工情報分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 情報ユニットの概念と内部情報 

析サブシステムの３つのサブシステムが整備されて

おり，次節以降にこれらのサブシステムを構成する

主なシステムの概要を説明する． 

ハードウェアの構成を図-5 に示す．本システム開

発の対象現場である採土工事以外へのシステム展開

を考慮して，汎用電子機器の利用に努めている．情

報収集機能については，重機側には，位置計測のた

めの GPS，積載情報を取得するペイロードメータ，

これらの情報を通信する無線装置，重機稼働内容を

記録する IC ｶｰﾄﾞ等が搭載されている．また，約３km

離れた採土場と現場事務所間は高速大容量通信を可

能とする光ファイバー網で接続し，採土場内での情

報通信には，スペクトラム拡散機能及び時分割制御

機能を有する双方向無線通信システムを用いた． 

このようにして取得された施工情報は，現場事務

所に設置されたメインサーバーに一旦蓄積され，現

場技術者の意思決定支援のための情報に加工される

とともに，施工管理に必要なデータはディスプレイ

上にリアルタイムで表示される．同時に，取得した

情報は日常の施工管理のための帳票類に加工したり，

将来の施工計画立案のための基礎データとしても利

用される． 

 

(2)施工情報収集サブシステム 

a) 重機位置監視システム 

 海上保安庁江崎局から送信されている DGPS 補正

データを一旦基地局で受信し，これを採土場内に特

定小電力無線機を用いて場内放送する．重機側では

搭載した無線受信機によりこの補正データを受け取 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 ソフトウェアの全体構成 
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図-6 重機位置監視画面 

 

り，自機搭載の DGPS 受信機で受信した GPS データと

合わせて高精度な位置決めを行う．さらに，運搬機

械では，積載情報をぺイロードメータにより取得し，

前記位置データと合わせて無線送信する． 

 このようにして得られたデータは，ネットワーク

を介して，現場事務所に設置したサーバーに送られ

採土場管理ＤＢ(ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ)に登録されると同時に，

図-6 に示すような「重機位置監視画面」にリアルタ

イム表示される．現在稼働している重機の位置を所

定の間隔で更新表示し，積込機械・運搬機械の作業

実績及びホッパへの土砂投入実績を，土砂・軟岩・

硬岩の材料別に１時間毎に積算して表示している． 

 

b) 重機稼働情報収集システム 

重機土工に関する施工計画を立案する場合，重機

の稼働に関する情報は非常に重要である．施工ロス

の少ない施工を実現するためには，各機械の作業能

力を正確に把握する必要がある．そこで，GPS デー

タに含まれる時刻情報や位置情報，ぺイロードデー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 IC カード重機稼働情報収集システム 

 

タの積載情報，IC カードに記録された稼働情報を基

に，機械の作業状況管理やサイクルタイム等の計測

を行っている．このことにより，機械の作業能力の

算定と施工計画の策定を行う際に必要となる基礎デ

ータの収集と更新が可能となる．図-7 に IC カード

重機稼働情報収集システムを示す２）．認証を受けた

IC カードを差し込まないと重機の始動ができない

ような構造になっており，安全面にも配慮されたシ

ステムである．IC カードにはオペレータの氏名はも

とより作業開始時間・終了時間，採土位置，岩種等

の登録も可能で，ペイロードメータによる積載情報

と合わせて重機稼動情報が生成される． 

 

(3)施工情報管理サブシステム 

重機土工における採土作業の効率は，使用機械の

作業能力や運土距離とともに地山の特性・形状によ

っても影響を受ける．特に，どの位置のどの深さに

硬岩が存在しているのかといった３次元的な地質情

報は，掘削作業の効率にとって支配的な影響要因で 

図-5 ハードウェアの全体構成 
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図-8 ３次元ＧＩＳ上に展開された地質情報 

 

ある．岩が硬いほど破砕作業の効率が低下し，その

結果，出荷量の減少に直接的に影響するからである． 

２章では本システムにおける情報管理の概要を記

したが，地山の特性・形状に関する情報も，基本的

な情報として記録している．図-8 は弾性波探査，過

去の地質情報，地表面踏査の結果等から作成した地

質情報を示している．加えて，地表面の３次元的な

形状については，高精度ＧＰＳ測量によってデータ

を取得し，地質データと合わせて３次元化している． 

また，発破作業に関するデータも地山特性を示し

ているものであり，穿孔深さや穿孔間隔，装薬量等

のデータも情報ユニットに登録し，事後の地山評価

に用いている． 

このようにして登録した情報は空間的な位置情報

を有しているため，３次元ＧＩＳを用いることによ

り効率的に管理することができるとともに，位置情

報を介して，登録された全ての情報が有機的に結合

されていることから，様々な情報分析が可能となる． 

本システムは，データベース機能については汎用

ソフトを利用し，ＧＩＳ及び相互のリンク部分につ

いては専用のプログラムを開発した． 

 

(4)施工情報分析サブシステム 

a)３次元採土計画システム 

 予定されている出荷量を確保するためには，事前

に地質状況を考慮した採土位置の計画が重要である．

つまり，破砕機の作業能力と出荷する土の品質を一

定に保つために，土砂・軟岩・硬岩をバランス良く

採土できるような計画を立案する必要がある． 

 

 

 

 

 

 

  

   平面表示         ３次元表示 

図-9 採土計画システムでの出力事例 

 

 本システムでは，情報ユニットに記録されている

位置情報と地質情報を用いて，３次元的に採土計画

を行うことのできるシステムを装備している．図-9

は，採土計画システムでの出力事例を示しているが，

材料の相違によって色分けを施し，どの位置にどの

程度の量の材料が存在しているかを視覚的に表示す

ることができる．最終的には，ここで得られた材料

賦存量，重機配置・そのセット数，騒音粉塵の影響

等を考慮して，採土計画が確定される． 

 

b)技術者支援型情報分析システム 

 これまでの情報化施工技術では，施工に関わる情

報の収集技術の開発に主眼がおかれ，収集されたデ

ータを分析して施工ロスに直結する要因分析を行い，

即座にその結果を施工にフィードバックさせるとい

ったシステムの開発あるいはその運用については，

それほど多くの事例が見られないのが現状である． 

本システムでは，情報ユニットに記録された施工

情報を通じて，どの生産工程に問題があるのかを迅

速に解明するため，意志決定支援情報を提供する機

能を有している．一例として，図-10 に時間あたり

ホッパ投入量の経時グラフを，図-11 に運搬機械の

サイクルタイムに関する経時グラフを示す．このよ

うに，施工ロスにつながる重機土工の作業性の悪化

が即時に把握でき，機械配置や採土位置の変更とい

った是正措置を迅速に指示することが可能となる．

さらに，材料別の採土量やホッパ投入量等の分析も

可能であり，情報化技術の効果的な組み合わせによ

り，より緻密な施工を実現することができる． 

すなわち，リアルタイムで精密に施工情報を収集

し，情報ユニットと称する情報伝達記録媒体を介し

て，工程の上下流を自由に探索することによって，

施工の精密化を図ることが可能であるといえる． 
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図-10 時間あたりホッパ投入量 

 

 

 

 

 

 

図-11 運搬機械のサイクルタイム 

 

(5)本システムの導入効果 

本システムを実施工で運用した場合の効果を以下

に示す．図-12 は１日あたりの生産量(1988.10～

1990.7 と 2000.4～2001.3)を，図-13 は１ｍ３あたり

の採土コスト(2000.1～2001.3)を示したものである． 

これらの図は関西国際空港の１期工事の際に用い

られていた機械と施工法を用いる場合（従来工法と

呼ぶ）を基準とし，統合型採土地管理システムを運

用した場合とを比較した結果である．ただし，採土

コストの算出においては物価の変動等を考慮する必

要があるため，従来工法によって２期工事の施工を

進めることを想定して算出したコストを 100 とした．

これらの図より明らかなように，日出荷量で 26％の

増加，採土コストで 37％の縮減がなされていること

がわかる． 

 

４．おわりに 

 

本論では，筆者の一人である建山３）が提唱する「精

密施工」の概念を，実際の工事現場に適用し実用化

技術として確立した事例を紹介した． 

 精密施工とは，綿密な現場の調査・計測を通じて

地盤特性の空間的な分布や施工条件に関する詳細な

情報を把握した上で，施工方法の決定，工程計画の

策定及び運営管理といった土工事のプロセス全体の

最適化を図ろうとする技術概念であり，単に情報化

施工技術を組み合わせただけでは具現化することは

できない．つまり，本論で示したように「情報ユニ

ット」という情報媒体を介して，個別に展開されて

いるすべての情報化施工技術に関連性を持たせた上

でこれらを有機的に結合させることにより，採土場

施工管理システムを１つの統合化システムとして実

用化している．このベースになっているものが空間

的な地理情報を取り扱うことのできる３次元ＧＩＳ

であり，建設工事の施工管理及び施工計画に用いた

先駆的な事例でもある． 

一方で，建設工事に関わる情報を精密に収集管理

し，目的に応じたデータ分析を迅速に行い，それを

施工にすぐさまフィードバックさせるというワーク

フローは，まさしく，建設ＣＡＬＳの目的に合致す

るものであり，ここで示した「精密施工」の概念が

新しい時代の施工法として確立されていくことを期

待したい． 
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